 (第27号)

（別紙）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
答　　　　申

（諮問第２７号）
個人情報保護審査会の結論

　北九州市教育委員会教育長（以下「処分庁」という。）が、本件審査請求の対象となった保有個人情報を不開示とした決定は妥当である。
理　　由

第１　審査請求に至る経緯
　１　審査請求人は、平成２２年４月２１日、北九州市個人情報保護条例（平成１６年北九州市条例第５１号。以下「条例」という。）第１６条第１項の規定に基づき、処分庁に対して次の保有個人情報の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。
「業績評価書（２００９年度　○○分）の全内容」
　　　
２　処分庁は、本件請求に係る保有個人情報（以下「本件保有個人情報」という。）について、平成２２年５月１４日付けで保有個人情報の全部について開示を行わない旨の決定（平成２２年５月１４日付け北九教学教第１９６号。以下「本件処分」という。）を行い、審査請求人に通知し、審査請求人は、当該保有個人情報不開示決定通知書を平成２２年５月２６日に受領した。
　３　審査請求人は、平成２２年７月２６日、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第５条の規定に基づき、本件処分を不服として、北九州市教育委員会（以下「教育委員会」という。）に対し審査請求を行った。
第２　審査請求人の主張要旨　　　

　１　審査請求の趣旨

　

　　　審査請求の趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

　２　審査請求の理由
　　　審査請求人が、審査請求書、意見書等で主張している審査請求の主たる理由は、次のように要約される。

ア　「教職員の人事評価制度について」（市教育委員会教職員課）によると、人事評価の目的は、「教職員一人一人の意欲を引き出し、能力を向上させ、もって学校教育を活性化させること」とある。また、本年4月より、自己申告書における目標設定を指標や水準などの観点別に記載するように強要している。さらには、業績評価についてもチェック項目を精選している。

イ　このような実施及び運営面において慎重な人事評価制度のもと開示することが、公正かつ円滑な人事の確保が困難になるおそれはなく、条例第１８条第7号に該当しない。

ウ　本制度の目的を達成するためには、教員自身の学習指導、生徒指導、学校運営に係わる評価を知ることは重要であり、また本人がどのような評価をされたかを知る権利があると同時に管理職が評価を示さない限りは、本制度の目的は達成されない。

　 

以上の理由により、条例第１８条第７号には該当しない。
第３　審査請求に対する処分庁の説明要旨

　

　　　処分庁が理由説明書及び意見聴取において説明している内容は、概略次のとおりである。

　　
１　本件保有個人情報のような人事評価に関する詳細な情報や一般に開示されないことを前提とした情報が開示されることとなると、校長や教頭は教員との間で誤解や摩擦が生じることをおそれ、当たり障りのない評価や、そのもととなる調査や記録しか行わなくなる可能性が高く、その結果、教員の人事評価制度の形骸化が危惧され、人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすこととなるため、条例第１８条第７号に該当すると認められる。
　
２　以上のとおり、本件処分は、条例に合致した適法な処分であり、本件審査請求は理由がない。

第４　審査会の判断

当審査会は、審査請求の対象となった保有個人情報並びに処分庁及び審査請求人の主張を具体的に検討した結果、以下のように判断する。
１　本件保有個人情報の概要等

　

(1)   本市では、平成１８年度から、公正な人事行政に資するとともに、教員の       

資質及び意欲の向上並びに能力開発を図り、もって学校教育の活性化に資することを目的に、教員の人事評価制度を実施している。
この人事評価制度は、教員が自ら目標を設定し評価する「自己申告・自己評価」と、それを踏まえ校長及び教頭が教員の能力、意欲、実績の3つの評価要素別に評価する「業績評価」からなり、その評価の結果は、教員の人事異動や研修、あるいは昇給や勤勉手当への反映等広く人事管理に活用されているものである。

（２） この業績評価の結果については、開示を希望する者に対し、最終評価のうち「能力、意欲、実績及びそれらの総合評価」（５段階評価により記載された記号）を、最終評価者が本人と面談のうえ開示している。

（３） 本件保有個人情報は、審査請求人に関して作成された次の記録のうち、審査請求人に係る個人情報が記載された行政文書であり、全部が不開示とされている。

　 審査請求人の平成２１年度業績評価書（以下「業績評価書」という。）

業績評価書は、「北九州市立学校教育職員の人事評価に関する要綱」及び「業績評価実施要領」に基づき実施された業績評価の結果が記載された書類である。
２　条例第１８条第７号該当性について　　　

（１） 処分庁は、業績評価書に係る本件保有個人情報が条例第１８条第７号に該当するとして、全部を不開示とした。
（2）  条例第１８条第７号は、「市の機関又は国、独立行政法人等、他の地方公共
団体若しくは地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であって、開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」を不開示とすることを定め、具体的には、同号エに、「人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ」があるものを不開示としている。
（3） 本件不開示情報の本号該当性判断

当審査会が業績評価書を見分したところ、業績評価書には、まず表面に「学習指導」、「生徒指導・進路指導」、「学校運営」の評価項目ごとに３つの評価要素（能力、意欲、実績）と計２４項目の着眼点について、第１次評価者の教頭及び第２次評価者の校長が行った評価が５段階評点の数字（１～５）及び記号（ｓ、ａ～ｄ）で記載されている。その裏面には、第1次評価者、第２次評価者別に、能力、意欲、実績ごとにその合計が５段階評点による記号（ｓ、ａ～ｄ）で記載され、さらにそれら評点の総合点数が５段階評価によって記号（Ｓ、Ａ～Ｄ）で記載されている。
審査請求人は、この業績評価書について、「『教職員の人事評価制度について』（市教育委員会教職員課）によると、人事評価の目的は、教職員一人一人の意欲を引き出し、能力を向上させ、もって学校教育を活性化させること、とある。また、本年4月より、自己申告書における目標設定を指標や水準などの観点別に記載するように強要している。さらには、業績評価についてもチェック項目を精選している。このような実施及び運営面において慎重な人事評価制度のもと開示することが、公正かつ円滑な人事の確保が困難になるおそれはなく、条例第１８条第７号に該当しない。本制度の目的を達成するためには、教員自身の学習指導、生徒指導、学校運営にかかわる評価を知ることは重要であり、また本人がどのような評価をされたかを知る権利があると同時に管理職が評価を示さない限りは、本制度の目的は達成されない。」旨主張している。
しかしながら、教職員に対する業績評価は、各評価者による個別評価が明らかになるものであり、主観的要素を完全に排除することができない性質のものである。また、その判断も総合的・全体的なものであるため、公平、公正であっても、常に被評価者を納得させるだけの評価が可能となるものではない。評価の内容についての指導・教示の時期、程度、方法のような指導上の配慮については、評価者である上司の裁量に委ねられているものであって、被評価者の認識と評価者の認識に不一致があると、被評価者がどうしても納得ができない場合には、評価をめぐって議論が平行線のまま対立し続けることは容易に想定できるところである。
したがって、業績評価のような人事評価に関する詳細な情報や一般に開示されないことを前提とした情報が開示されることとなると、校長及び教頭は教員との間で誤解や摩擦が生じることをおそれ、当たり障りのない評価しか行わなくなる可能性が高く、その結果、教員の人事評価制度が形骸化することが危惧され、人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれがあると認められるので、条例第１８条第７号に該当し、不開示とすることは妥当である。

なお審査請求人は、前述のほかにも種々主張するが、いずれも業績評価制度のあり方そのものに対する主張であって、本件開示不開示の該当性判断とは直接関係しないものである。
　　
　３　審査会会長の回避について

河原会長から、審査請求人と利害関係があるので、本件事案の審査に加わることを回避したいとの申出があった。審査会は、審査の公正・中立性に疑義を受けることのないようにという申出の趣旨を尊重し、審査会委員の総意により、この申出を認めた。
したがって、同会長は、本件事案の審査には関与していない。
４　結論

　　　以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において不開示とされた情報について、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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